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研究成果の概要（和文）：製造企業の品質創造活動に企業内コミュニケーションが果たす役割を
探究するために，埼玉県西部地域の中小製造企業の実態調査を実施し，IFM（相互作用する場
のモデル）を用いて，調査結果を解析した。中小製造企業の研究に適した調査指標として，コ
ミュニケーション状態空間の概念と素状態差マトリックスという可視化表現を導入して，個人
の集団のコミュニケーション状態を分類し，各典型例の実態を解明した。 
 
研究成果の概要（英文）：A field research has been performed for small and medium 
manufacturers in the western region of Saitama Prefecture to investigate on the role of 
intra-organizational communication in the quality creating activities of manufacturers. 
The results were analyzed with IFM (Interacting Field Model). The communication states 
of groups of individuals were classified and each typical example has been investigated 
with a concept of communication state space, and a visualized expression of elementary 
state difference matrix, introduced as the research indices suitable to the research on small 
and medium manufacturers.  
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１．研究開始当初の背景 
 本研究者は十数年来一貫して組織内コミ
ュニケーション（業務上の理解共有）が製造
企業の品質競争力に果たす役割を追究して
きたが，その研究対象は当初，大規模製造企
業に傾いていた。偶然数年前，埼玉県西部の
大学に職を得て，地元中小製造企業の存在を
知り，日本の製造業の基盤を構成する中小企

業を研究する必要性を痛感するに至った。折
しも日本経済は《イザナギ越え》などという
皮相的繁栄の陰で，新時代に対応可能な人材
育成等の本質的問題解決を先送りした結果，
産業構造が空洞化して耐久力を失い，遂には
非正規雇用の増加という異常な雇用環境を
もたらした。大企業と異なり，下請けを切る
等の緊急避難策を取れない中小製造企業で
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は，この過酷な雇用環境の変化が，製造企業
活動の本質である品質競争力を維持強化す
る経営（品質経営）にどのような影響を与え
ているのであろうか，それを緊急に調査研究
することの重要性を認識するに至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，今日の過酷な経営環境下で中小
製造企業の企業内コミュニケーション状態
と品質経営の実態を把握し，できれば経営改
善の指針を得ることである。そのための調査
と解析の方法を開発することも目的である。
過去の大規模製造企業の調査で用いた方法
が有効な場合もあるが，中小製造企業に固有
な実態に適合する新たな方法の開発も必要
である。さらに，過去の調査でも不足を感じ
た課題に関しては，問題点を的確に把握する
方法の改善が必要である。 
 
３．研究の方法 
 本研究に用いる方法は経営学研究の実態
調査の伝統的な方法に従うものである。地元
製造企業の中から代表的な十数社を選定し，
調査協力を依頼し，協力を得られた企業を訪
問して調査を行い，その結果を解析して結果
を協力企業に報告すると同時に，新たに明ら
かになった問題点に関しては，さらなる調査
を実施した。 
（１）地元中小製造企業の実態調査 
 調査協力の同意を得た，地元埼玉県西部地
域所在の中小製造企業 12 社を対象に実態調
査を実施した。３年間にわたり調査対象事業
所を訪問し，数度のインタビューと現場観察
を通して，生産品目，組織体制，業務プロセ
ス，経営状況の変化や生産現場が抱える課題
などの概要を把握し，11 社を対象に「企業内
コミュニケーションと品質力に関するアン
ケート」調査を２回にわたり実施した。 
 
（２）アンケート調査方法 
 調査項目は，品質パフォーマンス，組織内
コミュニケーション，環境的要因，そして態
度的要因に関するものである。調査対象事業
所 11 社は，プラスチック製品，金属製品，
電子部品，生産用機械機器，業務用機械機器
等を製造しており，従業員数は平均値145名，
非正社員比率は平均値 31％である。 
 回答者総数は，2009 年調査が 94 名，2010
年調査が 86 名である。回答者の内訳は事業
所ごとに，調査協力担当者 1 名，工場長また
は工場管理担当者 1 名，工場全体の品質管理
担当者 1 名，そして，部門における管理職 1
名と一般従業員（正社員・非正社員を問わな
い）2 名を単位とする組が，事業所によって
単数または複数の部門ごとに選定されたも
のである。 
 

（３）アンケート調査データから抽出した評
価指標 

①品質パフォーマンスの水準 
②組織内の個人におけるコミュニケーショ

ン水準 
③組織内情報伝達に関する評価指標，b《受

発信バランス》，c《受発信水準和》 
 
（４）コミュニケーション状態空間仮説 
 (b, c)の順序対が個人のコミュニケーショ
ン状態を表現する変数になると考え，ベクト
ル(b, c)の集合をコミュニケーション状態空
間と名付け，ある個人がこの b－c 空間のど
の位置に存在するかによって，その個人のコ
ミュニケーション状態を把握した。 
 
（５）コミュニケーション状態差分布仮説 
 コミュニケーション状態空間（b－c 空間）
内の２点の差の分布がその集団のコミュニ
ケーション状態の特性を表現しているかも
しれないと考えて，同一集団に属する任意の
個人２人ｉとｊに関する順序対(b i－b j, c i－
c j)という素状態差ベクトルの度数分布をマ
トリックスに示して解析した。 
 
４．研究成果 
（１）過去の研究結果の再確認 
 次の２項の結果は，過去の大規模製造企業
に対する調査結果と異ならないことから，こ
れらの特性は企業の規模や国籍に依らない
普遍的な法則であると認められる。 
①品質競争力の２大指標である継続的改善
力と製品品質力の間には強い正の相関があ
る（図１）（海老根，2010）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図１ 継続的改善力と製品品質力の 
     散布図 
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②組織管理活動，業務遂行活動と品質競争力
の間には著しく強い正の相関が認められる
（海老根，2011 年 3 月 28 日）。適材適所の
適正な人事が製品品質力の達成水準に大き
く影響すると同時に，雇用形態の正規，非正
規の別を問わず，業務遂行に直結した教育指
導の推進の重要性が示された。 
 
（２）データ解析法の開発 
①基礎理論，IFM（Interacting Field Model, 
相互作用する場のモデル）の改良（海老根，
2009，2010，2011）。コミュニケーション場
の記述に時間軸を明示的に導入することの
重要性を示した（図２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （ａ）鳥瞰図     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （ｂ）空間平面への投影図 
 
 図２ コミュニケーションの時空表現  
 
 
②規模の小さい企業に適合する調査法の開
発（海老根，2011）。大規模製造企業のよう
に整然とした組織を持たない中小規模の製
造企業の調査には，過去に開発した手法が必
ずしも有効とは限らないことが調査の実施
とともに判明した。そこで，コミュニケーシ
ョン論の原点に立ち返り，コミュニケーショ
ンの素過程を直接把握することを念頭に置
き，個人間の情報の受発信頻度を調査して，
集団のコミュニケーション状態を記述する
手法を開発した。 

（３）今回新たに明らかになった知見 
①個人のコミュニケーション状態の分布を
コミュニケーション状態空間(b, c)に示す（図
３）（海老根，2011）。散布図の点の大きさは
回答数に比例している。図３では，点の位置
が左にあるほど情報伝達において受信より
発信が多いこと，または，情報伝達に対する
積極性を示し，上にあるほど情報の受発信の
活発性を示す。言い換えれば，コミュニケー
ション状態空間とは，コミュニケーションの
（積極性，活発性）空間である。この認識を
導入して，企業組織内のコミュニケーション
特性を解析する基礎とする点が本論の独創
的視点である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （ａ）2009 年調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （ｂ）2010 年調査 
 
 図３ 個人単位の受発信バランスと受発

信水準和の散布図  
 
 
②集団のコミュニケーション状態の特性を
素状態差マトリックス，すなわち，ある集団
に属する任意の２個人のコミュニケーショ
ン状態空間上の位置の差（有向距離），(b i－b j, 
c i－c j)の度数分布（ｉ，ｊは集団に属する任
意の個人）に示す（図４）（海老根，2011）。
図４は，ある共通目的を持った少人数の集団
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内のコミュニケーション状態が揃いやすい
という一般的性質を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図４ 素状態差マトリックス 
          （枠内の数字は度数） 
 
 
③集団のコミュニケーション状態特性の可
視化表現の試みとして，集団単位の素状態差
マトリックスの典型的な３例を示す（図５）
（海老根，2011）。そこに観えるパターンの
特徴から集団のコミュニケーション状態の
特性の解読を試みた。 
 
（４）本研究の国内外における位置づけ 
 コミュニケーション論としては，当初，通
信効率や通信網理論の側面から研究が進め
られ，近年 ICT の出現に伴い通信網理論の刷
新が認められるが，本研究は，それら従来理
論から離れて，コミュニケーション論の原点
に立ち返って再出発する立場から，理解共有
の成立という動的な過程を，理解共有の相互
作用の究極構造である，コミュニケーション
の素過程という概念を基軸に，曖昧さを極力
排除した形で，集団内の理解共有の相互作用
を時空上に表現するモデル IFM（相互作用す
る場のモデル）を構築しながら，常に製造企
業の品質競争力との関連性を考究して行く
ところに他とは一線を画する独創性がある。 
 
（５）本研究のインパクト 
 本研究には特にインパクトといえるよう
なものは，まだない。但し，上記（３）③に
示した素状態差マトリックスという可視化
表現が集団のコミュニケーション状態特性
を把握する手段となる可能性があるなど，中
小製造企業の組織内コミュニケーションの
実態解明の片鱗を捉えた点に本研究の価値
がある。 
 
（６）今後の展望 
 本研究の成果を活用して，企業組織内のコ
ミュニケーション状態と製造企業の品質競
争力の関係を解明することが，まさに今後の
課題である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 〔事業所Ａ〕  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 〔事業所Ｂ〕  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 〔事業所Ｃ〕  
 
 図５ 素状態差マトリックスの事業所単

位典型例 
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